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ギリシャも雇用統計もドル買い？ 

 

＜ポイント＞ 

◆昨日は、Tsipras ギリシャ首相が EU 側の提案を条件付で受け入れる姿勢を示していたことや、米経

済指標が市場予想を上回ったことから、米中長期債利回りの上昇と共にドルが全面高となった。 

◆これに対しユーログループは国民投票まで新提案を検討しない旨表明、Tsipras 首相も演説で強硬

姿勢を示すなど、週内に進展する可能性は低下しているが、市場は非常に楽観的となっている。 

◆ドル/円が 123 円台へじり高となった一方、ユーロ/ドルはドル高の影響を受けて下落した。 

◆本日は、ギリシャ支援問題で何か展開がある可能性もあるが、米雇用統計が最大の注目材料だ。ド

ルは昨日の ADP 民間雇用の予想比上振れを受けて好結果をある程度事前に織り込むかたちで既に

対主要通貨で小幅上昇しているが、非農業部門雇用者数の伸びが市場予想程度であっても、平均時

給が前月および市場予想を上回る伸びを示すようだと、年内 2 回の利上げの可能性が高まることから

ドルが続伸する余地がありそうだ。 

◆良好な結果の場合に最も米ドルが上昇し易いペアとしては NZ ドル/米ドルが挙げられるほか、豪ド

ル/米ドルも豪貿易赤字が予想よりも大きい場合には米ドル高豪ドル安が大きくなり易いだろう。 

◆ドル/円は 124 円丁度を試す可能性もあるが、黒田総裁発言が意識される 124 円台で定着するには

余程大きく市場予想を上回る必要がありそうだ。 

 

 

昨日までの世界： 市場は泰然自若 

ドル/円は、Tsipras ギリシャ首相が債権者側の提案を妥協の土台として一部修正を条件に受け入れる

意向を示した書簡を 30 日に EU に提示していたことを好感したほか、米 ADP 民間雇用者数の伸びが

+23.7 万人と前月および市場予想（各々+20.3 万人、+21.8 万人）を上回り、米 ISM 製造業景況指数も

53.5 と前月および市場予想を若干上回ったことから、本日発表の雇用統計への楽観が強まり、米中長

期債利回りの上昇傾向につれて 123 円台を回復、一時 123.24 円の高値をつけた。 

この間、ユーログループはギリシャが提案した最新の提案につき討議したと見られるが、Dijsselbloem

ユーログループ議長は国民投票までは新提案を検討しないとしたほか、Merkel 独首相も国民投票の

前にはいかなる修正案についても交渉を拒否する姿勢を示すなど、今週中は進展しない可能性も高ま

っているにも拘らず、市場は非常に楽観的なようだ。 

 

ユーロ/ドルは、ギリシャ問題への楽観的な見方からか、米中長期債利回りの上昇を受けたドル高に

下押しされるかたちで、1.11 ドル台半ばから一時 1.1043 ドルへ軟化した。ドイツ 10 年債利回りも上昇し

ているが、上昇幅は米国債よりも若干小さく、金利差もドル高ユーロ安圧力となっていた。 

ユーロ/円は、ユーロと円が対ドルでほぼ同程度の下落となったことから、136 円台前半で方向感のな
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い展開となった。 

 

豪ドル/米ドルは、豪住宅建設許可件数が前月比+2.4％、前年比で+17.6％と市場予想を大きく上回っ

たことからアジア時間に一時 0.7739 ドルの高値をつけた。もっとも、欧米時間は全般的な米ドル高傾向

の影響を受け、0.77 ドル台前半から 0.7639 ドルへ軟化した。この間、中国 PMI については製造業が

50.2 と市場予想を下回り前月から横這いに留まったが、非製造業分が 53.8 と前月から改善したことか

ら、全体としてまちまちの結果だったこともあり豪ドルの反応は限定的だった。 

豪ドル/円は、欧州時間にかけては米ドル/円上昇の影響が強く 94.99 円へ強含みとなったが、NY 時間

にかけては豪ドル/米ドルの下落の影響の方が大きく、94 円台前半へ反落、結果として上下に振れた

ものの 94 円台での方向感のない動きだった。 

 

 

きょうの高慢な偏見：ギリシャも雇用統計もドル買い？ 

今週の見通しはこちら（6 月 26 日付 FX 戦略ウィークリー） 

今週の経済指標カレンダーはこちら 

 

ドル/円は、ギリシャ情勢で何か進展があり米中長期債が大きく動かない限り、米雇用統計が注目とな

る。昨日の ADP 民間雇用の予想比上振れを受けて好結果をある程度事前に織り込むかたちで既にド

ル/円は 123 円台乗せへ小幅上昇しているが、非農業部門雇用者数の伸びが市場予想程度（+23.3 万

人）であっても、平均時給が前月および市場予想（いずれも前年比+2.3％）を上回る伸びを示すようだと、

年内 2 回の利上げの可能性が高まることから続伸の余地がある。124 円丁度を試す可能性もあるが、

黒田総裁発言が意識される 124 円台で定着するには余程大きく市場予想を上回る必要がありそうだ。 

 

ユーロ/ドルも米雇用統計結果を受けたドル相場の動向の影響を受け易く、予想を上回る場合には

1.10 ドル割れ方向となりそうだ。なお、ギリシャ支援を巡り、5 日の国民投票を前にギリシャが最後に妥

協する可能性もある。その場合でも、ユーロ買戻し材料となる面があると同時に、米利回りの上昇を通

じてドル高ユーロ安となる面もあり、どちらの動きが大きくなるかは事前には判断しづらいのが実情だ。 

 

豪ドル/米ドルも引き続き米ドル相場動向の影響を受け易く、米雇用統計結果が良好な場合にはまず

は 0.76 ドル割れ、そして直近安値である 0.7533 ドル割れを試す展開となりそうだ。特にアジア時間発表

の豪 5 月貿易収支について、前回 4 月分が-38.9 億豪ドルと急拡大し史上最大の赤字だったことから

今回は赤字縮小が予想されているが、赤字が十分に縮小しない場合には、豪ドル安の側面も強まるこ

とから、豪ドル/米ドルは下落が大きくなる可能性がある。 

 

https://www.monex.co.jp/Etc/00000000/guest/G903/invest/calendar.htm
https://info.monex.co.jp/report/fx-strategy-weekly/pdf/stweekly_20150626_1.pdf
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（出所）Thomson Reutersのデータを基にマネックス証券作成 （出所）Thomson Reutersのデータを基にマネックス証券作成

（出所）Thomson Reutersのデータを基にマネックス証券作成 （出所）Thomson Reutersのデータを基にマネックス証券作成

主要国の中長期債利回り（前日差％ポイント） 主要株価・商品価格（前日比％）

主要通貨の対円相場（前日比％） 主要通貨の対ドル相場（前日比％）
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利益相反に関する開示事項 

マネックス証券株式会社は、契約に基づき、オリジナルレポートの提供を継続的に行うことに対する対価を契約先

証券会社より包括的に得ておりますが、本レポートに対して個別に対価を得ているものではありません。レポート

対象企業の選定はマネックス証券が独自の判断に基づき行っているものであり、契約先証券会社を含む第三者

からの指定は一切受けておりません。レポート執筆者、並びにマネックス証券と本レポートの対象会社との間に

は、利益相反の関係はありません。 

・当社は、本レポートの内容につき、その正確性や完全性について意見を表明し、また保証するものではございま

せん。  

・記載した情報、予想および判断は有価証券の購入、売却、デリバティブ取引、その他の取引を推奨し、勧誘するも

のではございません。  

・過去の実績や予想・意見は、将来の結果を保証するものではございません。  

・提供する情報等は作成時現在のものであり、今後予告なしに変更又は削除されることがございます。  

 

・当社は本レポートの内容に依拠してお客様が取った行動の結果に対し責任を負うものではございません。  

・投資にかかる最終決定は、お客様ご自身の判断と責任でなさるようお願いいたします。  

・本レポートの内容に関する一切の権利は当社にありますので、当社の事前の書面による了解なしに転用・複製・

配布することはできません。  

 

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人 金融先物取引業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 


